[image: image1.emf]□：当該年度内に方向性を検討　○：当該年度内に方策案を実施

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 1,160.53 延床面積（㎡） 1,146.42

主要建物建築年

S26 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

534.03 余剰容積（㎡） 1,174.64

○

○

○ －

○

－

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 1,457.00 延床面積（㎡） 4,539.63

主要建物建築年

S51 耐震性能 ＩＳ値0.6未満

余剰建ぺい（㎡）

322.09 余剰容積（㎡） 1,288.37

○

○

○ －

○

○

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 1,119.66 延床面積（㎡） 1,698.05

主要建物建築年

S41 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

530.32 余剰容積（㎡） 7,259.23

○

○

○ －

○

－

○

－

総務部

公文書館

大阪市住吉区帝塚山東２丁目

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

敷地の一部処分が可能

方策案 本庁舎整備の検討を視野に入れながら、移転先を検討する。

一人当たりの執務スペース（㎡）

13.89

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上

20年度 21～23年度

□



方向性を出す

一人当たりの執務スペース（㎡）

10.19

敷地の一部処分が可能

スケジュール

19年度

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□ ○



一人当たりの執務スペース（㎡）

19.97

総務部

城東庁舎

大阪市城東区蒲生２丁目

執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



○

余剰容積が1,000㎡以上 耐震診断・補強が必要

総務部

中央府税事務所

大阪市中央区内本町２丁目

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

検討基準

方策案 施設の集約など活用方策を検討する。

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕

方策案 （中長期的課題として）市内府税事務所の土地・建物の有効活用のあり方を検討する。
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[image: image2.emf]□：当該年度内に方向性を検討　○：当該年度内に方策案を実施

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 1,021.55 延床面積（㎡） 3,145.00

主要建物建築年

S46 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

349.61 余剰容積（㎡） 5,027.40

○

○

○ －

－

○

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 1,748.41 延床面積（㎡） 2,225.27

主要建物建築年

S41 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

788.36 余剰容積（㎡） 4,768.37

○

○

○ －

－

○

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 2,479.33 延床面積（㎡） 2,134.41

主要建物建築年

S43 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

1,593.04 余剰容積（㎡） 7,782.91

○

○

○ ○

○

○

○

○

一人当たりの執務スペース（㎡）

17.68

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□

□

方向性を出す



敷地の一部処分が可能

総務部

なにわ東府税事務所

大阪市城東区中央３丁目

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



方向性を出す

一人当たりの執務スペース（㎡）

15.11

敷地の一部処分が可能

執務室の余裕が500㎡以上

なにわ西府税事務所

大阪市西区本田１丁目

21～23年度

□

□



○

方向性を出す



総務部

なにわ北府税事務所

大阪市北区西天満３丁目

執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上

執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

方策案

①（中長期的課題として）市内府税事務所の土地・建物の有効活用のあり方を検討する。

②余裕スペースの庁内活用、民間貸付けなどを検討する。

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕

方策案

スケジュール

方策案

①（中長期的課題として）市内府税事務所の土地・建物の有効活用のあり方を検討する。

②移転も含めた施設の活用方策を検討する。

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕

敷地の余裕が100㎡以上

－23－

（中長期的課題として）市内府税事務所の土地・建物の有効活用のあり方を検討する。

駐車場に余裕

一人当たりの執務スペース（㎡）

12.47

19年度 20年度

敷地の一部処分が可能

総務部


[image: image3.emf]□：当該年度内に方向性を検討　○：当該年度内に方策案を実施

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 2,537.70 延床面積（㎡） 2,039.54

主要建物建築年

S43 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

1,282.98 余剰容積（㎡） 5,573.56

○

○

○ ○

○

－

○

○

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 1,673.83 延床面積（㎡） 2,486.77

主要建物建築年

S44 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

912.21 余剰容積（㎡） 7,556.21

○

○

○ －

○

○

○

○

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 5,691.06 延床面積（㎡） 7,783.22

主要建物建築年

S47 耐震性能 IS値0.43

余剰建ぺい（㎡）

408.33 余剰容積（㎡） 3,598.90

○

○

○ －

－

○

○

－

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

○

□

－24－

総務部

泉南府民センター

岸和田市野田町



○

一人当たりの執務スペース（㎡）

12.20

敷地の一部処分が可能

執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上

一人当たりの執務スペース（㎡）

12.33

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□ ○



敷地の一部処分が可能

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□

○

敷地の余裕が100㎡以上

総務部

泉北府税事務所

堺市堺区中安井町３丁

方向性を出す



一人当たりの執務スペース（㎡）

8.47

敷地の一部処分が可能

執務室の余裕が500㎡以上

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕

総務部

大阪市阿倍野区三明町２丁目

なにわ南府税事務所

方策案

①（中長期的課題として）市内府税事務所の土地・建物の有効活用のあり方を検討する。

②敷地の一部活用（売却・貸付等）を行う。

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕

方策案

①会議室等の余裕スペースの庁内活用、民間貸付けなどを行う。

②エントランス等の余裕スペースの具体的活用を検討する。

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上

方策案 余裕スペースの庁内活用、民間貸付けなどを検討する。


[image: image4.emf]□：当該年度内に方向性を検討　○：当該年度内に方策案を実施

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 9,399.50 延床面積（㎡） 7,695.41

主要建物建築年

S48 耐震性能 IS値0.56

余剰建ぺい（㎡）

5,203.12 余剰容積（㎡） 11,103.59

○

○

○ ○

○

○

○

○

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 2,810.14 延床面積（㎡） 2,695.00

主要建物建築年

S49 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

1,159.21 余剰容積（㎡） 2,925.28

○

○

○ ○

○

○

○

○

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 7,646.74 延床面積（㎡） 6,633.01

主要建物建築年

S49 耐震性能 Is値0.74

余剰建ぺい（㎡）

4,746.05 余剰容積（㎡） 23,953.95

－

○

○ ○

－

○

○

－

一人当たりの執務スペース（㎡）

10.70

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□ ○

敷地の一部処分が可能

枚方市大垣内町２丁目

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□

12.21

敷地の一部処分が可能

総務部

北河内府民センター

一人当たりの執務スペース（㎡）

12.39

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□ ○

敷地の一部処分が可能

総務部

南河内府民センター

富田林市寿町２丁目

執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上

執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕

総務部

中河内府税事務所

東大阪市御厨栄町４丁目

○



一人当たりの執務スペース（㎡）

方策案 エントランス等の余裕スペースの具体的活用を検討する。

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕

方策案 エントランス等の余裕スペースの具体的活用を検討する。

－25－

方策案 余裕敷地や建物の余裕スペースの庁内活用、民間貸付けなどを検討する。

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕


[image: image5.emf]□：当該年度内に方向性を検討　○：当該年度内に方策案を実施

部局名

施設名

所在地 財産種別 普通財産

公簿面積（㎡） 1,725.53 延床面積（㎡） 2,005.09

主要建物建築年

S41 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

851.68 余剰容積（㎡） 4,897.03

○

○

○ －

○

－

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 普通財産

公簿面積（㎡） 986.40 延床面積（㎡） 2,583.19

主要建物建築年

S12 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

293.35 余剰容積（㎡） 3,335.21

○

○

○ －

－

－

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 9,798.65 延床面積（㎡） 13,146.43

主要建物建築年

S35 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

4,868.58 余剰容積（㎡） 16,249.52

○

○

○ ○

－

－

○

－

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



方策案 耐震診断の結果を踏まえ、施設のあり方を検討する。

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

生活文化部

青少年会館

大阪市中央区森ノ宮中央２丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

方策案 現在使用中の部署が20年度に移転するため（予定）、処分を含めて活用方策を検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度



○



検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

生活文化部

元婦人会館

大阪市中央区上町

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 耐震診断等の結果を踏まえ、当該土地・建物の活用について検討する。

大阪市福島区吉野４丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

生活文化部

ＮＰＯプラザ
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部局名

施設名

所在地 財産種別 普通財産

公簿面積（㎡） 1,519.85 延床面積（㎡） 2,346.16

主要建物建築年

S37 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

19.45 余剰容積（㎡） 6,772.94

○

○

○ －

－

－

－

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 1,014.82 延床面積（㎡） 1,399.36

主要建物建築年

S39 耐震性能 IS値0.34

余剰建ぺい（㎡）

365.61 余剰容積（㎡） 1,897.76

○

○

○ －

－

－

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 普通財産

公簿面積（㎡） 1,987.00 延床面積（㎡） 1,371.66

主要建物建築年

S40 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

838.83 余剰容積（㎡） 2,602.34

○

○

－ －

－

－

○

－

健康福祉部

盲人福祉センター

大阪市天王寺区生玉前町

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 耐震診断の結果を踏まえ、その対応を検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



健康福祉部

八尾保健所

八尾市清水町１丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

16.13

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 建替え用地の必要性について、早期に方針を決定する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



健康福祉部

元富田林保健所河内長野支所

河内長野市西之山町

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 府立金剛コロニーの再編整備に伴う地域生活支援拠点施設として活用する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

○
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部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 5,790.91 延床面積（㎡） 11,886.32

主要建物建築年

S34、S49 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

1,091.06 余剰容積（㎡） 5,486.41

○

○

○

○

○

○

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 普通財産

公簿面積（㎡） 1,275.65 延床面積（㎡） 2,251.68

主要建物建築年

S45 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

396.48 余剰容積（㎡） 1,575.27

○

○

○ －

○

－

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 普通財産

公簿面積（㎡） 990.68 延床面積（㎡） 950.88

主要建物建築年

S43 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

368.54 余剰容積（㎡） 3,011.84

○

○

○ －

○

－

○

－

健康福祉部

公衆衛生研究所

大阪市東成区中道１丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

49.11

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 （中長期的に）施設の特性を踏まえた整備方策を検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



商工労働部

ITビジネスインキュベート施設

大阪市淀川区木川東２丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 耐震診断の結果を踏まえ、施設のあり方を検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度



□

商工労働部

上汐会館

大阪市天王寺区上汐５丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 耐震診断の結果を踏まえ、施設のあり方を検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度



□
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部局名

施設名

所在地 財産種別 普通財産

公簿面積（㎡） 10,442.41 延床面積（㎡） 4,884.16

主要建物建築年

S54 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

7,037.32 余剰容積（㎡） 36,885.48

○

○

－ ○

○

－

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 81,840.43 延床面積（㎡） 37,051.50

主要建物建築年

H8 耐震性能 基準適合

余剰建ぺい（㎡）

55,446.48 余剰容積（㎡） 126,629.36

－

○

－ ○

○

－

○

○

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 710.75 延床面積（㎡） 407.11

主要建物建築年

S47 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

287.75 余剰容積（㎡） 1,014.39

○

○

○ －

○

－

○

－

商工労働部

元泉佐野勤労青少年研修センター

泉佐野市日根野

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 庁内活用を中心に検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



商工労働部

産業技術総合研究所

和泉市あゆみ野２丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

21.57

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 現在利用されていない用地の具体的な活用方策について検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



商工労働部

産業技術総合研究所皮革試験所

吹田市岸部中１丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

7.80

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 耐震診断の結果を踏まえ、施設の有効活用について検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度



□
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部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 2,845.62 延床面積（㎡） 1,465.97

主要建物建築年

S57 耐震性能 基準適合

余剰建ぺい（㎡）

799.50 余剰容積（㎡） 4,225.27

○

○

－ －

○

－

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 407.00 延床面積（㎡） 23.76

主要建物建築年

H7 耐震性能 基準適合

余剰建ぺい（㎡）

377.30 余剰容積（㎡） 2,418.24

－

○

○ －

○

－

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 1,296.60 延床面積（㎡） 416.79

主要建物建築年

S43 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

601.95 余剰容積（㎡） 2,176.41

○

○

○ －

○

－

○

－

商工労働部

産業技術総合研究所（泉佐野市）

泉佐野市市場西１丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

98.00

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 府としての政策的な位置づけも踏まえ活用方策を検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

○



環境農林水産部

森之宮天然ガス充填スタンド

大阪市城東区森之宮１丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 隣接府有地の取扱いにあわせ、移転を含めた検討を２０年度までに行う。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□ ○



環境農林水産部

北部家畜保健衛生所

寝屋川市木田町

一人当たりの執務スペース（㎡）

8.80

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 施設を統合し、跡地について処分を含め活用方策を検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□
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部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 947.27 延床面積（㎡） 527.94

主要建物建築年

S34 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

327.37 余剰容積（㎡） 1,366.60

○

○

○ －

－

－

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 1,152.64 延床面積（㎡） 716.74

主要建物建築年

S44 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

327.74 余剰容積（㎡） 1,588.54

○

○

－ －

○

－

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 245,913.00 延床面積（㎡） 22,506.60

主要建物建築年

S38 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

216,555.27 余剰容積（㎡） 469,319.40

－

○

－ ○

○

○

○

○

環境農林水産部

南部家畜保健衛生所

岸和田市小松里町

一人当たりの執務スペース（㎡）

11.18

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 施設を統合し、跡地について処分を含め活用方策を検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



環境農林水産部

南部家畜保健衛生所病性鑑定室

藤井寺市津堂２丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

13.86

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 施設を統合し、跡地について処分を含め活用方策を検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



環境農林水産部

食とみどりの総合技術センター

羽曳野市尺度

一人当たりの執務スペース（㎡）

11.16

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 統合効果を最大限に発揮させるため、施設集約の方向性について検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度



□
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部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 579.06 延床面積（㎡） 303.60

主要建物建築年

H1 耐震性能 基準適合

余剰建ぺい（㎡）

291.54 余剰容積（㎡） 854.52

－

－

○ －

○

－

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 6,911.81 延床面積（㎡） 6,367.11

主要建物建築年

S50 耐震性能 IS値0.4

余剰建ぺい（㎡）

3,522.48 余剰容積（㎡） 7,456.51

○

○

○ ○

○

○

○

○

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 6,542.02 延床面積（㎡） 7,314.26

主要建物建築年

S49 耐震性能 IS値0.67

余剰建ぺい（㎡）

3,043.08 余剰容積（㎡） 12,311.80

－

○

○ ○

－

○

○

－

都市整備部

枚方土木事務所水防倉庫（磯島）

枚方市磯島茶屋町

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 水防倉庫全体の配置の中で立地を検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



都市整備部

中河内府民センター

八尾市荘内町２丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

15.96

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 余裕スペースの庁内活用などを検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□ ○



都市整備部

泉北府民センター

堺市西区鳳東町４丁

一人当たりの執務スペース（㎡）

20.54

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 余裕スペースの庁内活用などを検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□ ○
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部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 1,744.00 延床面積（㎡） 146.76

主要建物建築年

不明 耐震性能 不明

余剰建ぺい（㎡）

1,610.67 余剰容積（㎡） 3,341.24

○

○

○ ○

○

－

○

○

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 1,985.00 延床面積（㎡） 989.94

主要建物建築年

不明 耐震性能 不明

余剰建ぺい（㎡）

1,087.43 余剰容積（㎡） 2,980.06

○

○

○ ○

○

－

○

○

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 1,996.16 延床面積（㎡） 390.75

主要建物建築年

H7 耐震性能 基準適合

余剰建ぺい（㎡）

1,694.57 余剰容積（㎡） 3,601.57

－

○

○ ○

○

－

○

○
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方策案 土地・建物の有効活用を検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

○



検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

都市整備部

西大阪治水事務所工務課分室

大阪市此花区伝法５丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

方策案 事業予定地、高架下等への移転を検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

都市整備部

鳳土木事務所津久野倉庫

堺市西区鶴田町

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

方策案

津久野倉庫と一体的に敷地が使われているため、津久野倉庫の移転検討にあわせ、敷地の有効活用

を検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

都市整備部

鳳土木事務所水防倉庫

堺市西区鶴田町

一人当たりの執務スペース（㎡）

－
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部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 3,060.20 延床面積（㎡） 1,511.61

主要建物建築年

H4 耐震性能 基準適合

余剰建ぺい（㎡）

1,888.99 余剰容積（㎡） 7,668.99

－

○

○ ○

○

－

○

○

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 2,144.48 延床面積（㎡） 1,384.40

主要建物建築年

H9 耐震性能 基準適合

余剰建ぺい（㎡）

514.33 余剰容積（㎡） 2,904.56

－

○

○ －

○

－

○

－

都市整備部

東部流域下水道事務所

東大阪市西堤本通西２丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

15.28

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 (中長期の課題として）土地・建物の有効活用のあり方を検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



教育委員会

文化財保護課分室

堺市堺区南田出井町１丁

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内） 建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案

①分室機能の他施設への移転について検討する。

②文化財収蔵庫を他施設へ集約することを検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



○
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部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 211.10 延床面積（㎡） 131.20

主要建物建築年

H1 耐震性能 基準適合

余剰建ぺい（㎡）

47.10 余剰容積（㎡） 37.68

－

－

○

－

－

－

－

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 137.48 延床面積（㎡） 87.70

主要建物建築年

H1 耐震性能 基準適合

余剰建ぺい（㎡）

27.86 余剰容積（㎡） 22.28

－

－

○ －

－

－

－

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 714.04 延床面積（㎡） 848.30

主要建物建築年

S50 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

55.89 余剰容積（㎡） 1,293.82

○ ○

○ －

－

－

－

－

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



○

敷地の一部処分が可能

東京都渋谷区代々木４丁目

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□

政策企画部

東京事務所下高井戸別館２

東京都杉並区下高井戸４丁目

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

21～23年度

□



○

駐車場に余裕

スケジュール

19年度 20年度

執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 将来的な需要動向を見極め、施設のあり方を検討する。

検討基準

政策企画部

東京事務所下高井戸別館１

東京都杉並区下高井戸４丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能



○

政策企画部

東京事務所代々木別館

方策案 土地のポテンシャルを活用した施設整備の方向性を検討する。

方策案 将来的な需要動向を見極め、施設のあり方を検討する。

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕
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部局名

施設名

所在地 財産種別 普通財産

公簿面積（㎡） 17,055.00 延床面積（㎡） 154.34

主要建物建築年

H9 耐震性能 基準適合

余剰建ぺい（㎡）

16,797.77 余剰容積（㎡） 33,955.66

－

○

－ ○

－

－

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 普通財産

公簿面積（㎡） － 延床面積（㎡） 2,215.22

主要建物建築年

H7 耐震性能 基準適合

余剰建ぺい（㎡）

－ 余剰容積（㎡） －

－

－

○ －

－

－

－

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 772.65 延床面積（㎡） 928.59

主要建物建築年

S41 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

0.00 余剰容積（㎡） 616.71

○

－

－ －

－

－

－

－

総務部

職員運動広場用地

大阪市此花区北港緑地２丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

17.10

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 低利用時間帯の活用促進方策を検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□ ○



総務部

新別館南館職員健康増進施設

大阪市中央区大手前３丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 低利用時間帯の活用促進方策を検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□ ○



総務部

高倉書庫

大阪市都島区友渕町３丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 本庁舎整備の検討を視野に入れながら、移転先を検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



○
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部局名

施設名

所在地 財産種別 普通財産

公簿面積（㎡） － 延床面積（㎡） 1,732.81

主要建物建築年

H9 耐震性能 基準適合

余剰建ぺい（㎡）

－ 余剰容積（㎡） －

－

－

○ －

－

－

－

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 3,095.32 延床面積（㎡） －

主要建物建築年

－ 耐震性能 －

余剰建ぺい（㎡）

－ 余剰容積（㎡） －

－

○

○ ○

－

－

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 普通財産

公簿面積（㎡） 6,178.62 延床面積（㎡） 4,506.13

主要建物建築年

S39 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

3,508.92 余剰容積（㎡） 7,851.11

○

○

○ ○

－

－

○

－

総務部

新別館北館（スカイウェルネス跡）

大阪市中央区大手前３丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 民間ビルに入居している部署の移転先等として活用する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



○

生活文化部

元羽衣青少年センター敷地

高石市羽衣４丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 敷地の取扱いについて早期に決定する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



にぎわい創造部

留学生会館（千里）

吹田市佐竹台1丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 今後の施設のあり方を検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□
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部局名

施設名

所在地 財産種別 普通財産

公簿面積（㎡） 1,499.90 延床面積（㎡） 1,108.81

主要建物建築年

S40 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

1,106.73 余剰容積（㎡） 3,390.89

○

○

○ ○

－

－

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 1,499.90 延床面積（㎡） 1,469.40

主要建物建築年

S42 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

1,106.73 余剰容積（㎡） 3,390.89

○

○

○ ○

－

－

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 普通財産

公簿面積（㎡） 1,490.90 延床面積（㎡） 529.75

主要建物建築年

S42 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

1,168.11 余剰容積（㎡） 3,942.95

○

○

○ －

－

－

○

－

商工労働部

阿倍野公共職業安定所

大阪市阿倍野区文の里１丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 引き続き国との協議を進め、買取・移転を強く求める。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

○



商工労働部

商工労働部所管阿倍野庁舎　

大阪市阿倍野区文の里１丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 引き続き国との協議を進め、買取・移転を強く求める。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

○



商工労働部

布施公共職業安定所

東大阪市長栄寺

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 引き続き国との協議を進め、買取・移転を強く求める。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

○
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部局名

施設名

所在地 財産種別 普通財産

公簿面積（㎡） 1,224.26 延床面積（㎡） 231.78

主要建物建築年

S55 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

837.96 余剰容積（㎡） 2,216.74

○

○

○ －

－

－

－

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 普通財産

公簿面積（㎡） 340.48 延床面積（㎡） －

主要建物建築年

- 耐震性能 -

余剰建ぺい（㎡）

－ 余剰容積（㎡） －

－

－

○ －

－

－

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 普通財産

公簿面積（㎡） 704,944.00 延床面積（㎡） -

主要建物建築年

- 耐震性能 -

余剰建ぺい（㎡）

- 余剰容積（㎡） -

－

○

－ ○

－

－

○

－

商工労働部

泉大津公共職業安定所

泉大津市旭町

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 引き続き国との協議を進め、買取・移転を強く求める。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

○



商工労働部

泉大津公共職業安定所駐車場

泉大津市旭町

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 引き続き国との協議を進め、買取・移転を強く求める。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

○



環境農林水産部

堺７・３区ヌ地区（産業廃棄物跡地）

堺市西区築港新町３丁

一人当たりの執務スペース（㎡）



検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 産業廃棄物処分場跡地という制約を踏まえつつ、貸付用地として活用する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

○
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部局名

施設名

所在地 財産種別 普通財産

公簿面積（㎡） 492,554.00 延床面積（㎡） -

主要建物建築年

- 耐震性能 -

余剰建ぺい（㎡）

- 余剰容積（㎡） -

－

○

－ ○

－

－

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 普通財産

公簿面積（㎡）

1,539,129.00

延床面積（㎡） -

主要建物建築年

- 耐震性能 -

余剰建ぺい（㎡）

- 余剰容積（㎡） -

－

○

－ ○

－

－

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 2,078.01 延床面積（㎡） 5,240.11

主要建物建築年

S43 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

40.36 余剰容積（㎡） 993.92

○

－

○ －

－

－

－

－

環境農林水産部

堺７・３区ル－１地区（産業廃棄物処分場）

堺市西区築港新町４丁

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 今後も産業廃棄物処分場として管理を行いつつ、中長期的に暫定活用の可能性について検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



環境農林水産部

堺７・３区ル－２地区（産業廃棄物処分場）

堺市西区築港新町４丁

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 今後も産業廃棄物処分場として管理を行いつつ、中長期的に暫定活用の可能性について検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



環境農林水産部

環境情報センター

大阪市東成区中道１丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

8.25

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 統合効果を最大限に発揮させるため、施設集約の方向性について検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度



□
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[image: image20.emf]□：当該年度内に方向性を検討　○：当該年度内に方策案を実施

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 1,748.62 延床面積（㎡） 1,047.78

主要建物建築年

S50 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

331.44 余剰容積（㎡） 2,449.46

○ ○

○ －

－

－

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 2,000.00 延床面積（㎡） 0.00

主要建物建築年

－ 耐震性能 －

余剰建ぺい（㎡）

2,000.00 余剰容積（㎡） 4,000.00

－

○

○ ○

－

－

○

－

部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 2,553.32 延床面積（㎡） 1,392.61

主要建物建築年

H7 耐震性能 基準適合

余剰建ぺい（㎡）

1,369.97 余剰容積（㎡） 6,267.35

－

○

○ ○

－

－

○

○

方策案 20年度の警察新庁舎への早期移転完了後、処分を含めて活用方策を検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□ ○



検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

公安委員会

森之宮庁舎

大阪市城東区森之宮１丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

都市整備部

南部流域下水道事務所　

松原市上田６丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

12.65

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 (中長期の課題として）建物の有効活用のあり方を検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



住宅まちづくり部

八尾緑ヶ丘（保健所建替用地）

八尾市緑ケ丘１丁目

一人当たりの執務スペース（㎡）

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 八尾保健所建替用地として使用しない場合は、用地の取扱いについて、早期に方針を決定する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度



□
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部局名

施設名

所在地 財産種別 行政財産

公簿面積（㎡） 5,358.00 延床面積（㎡） 168.83

主要建物建築年

S55 耐震性能 診断未実施

余剰建ぺい（㎡）

5,076.62 余剰容積（㎡） 10,547.17

○ ○

○ ○

－

－

○

－

検討基準

耐震診断・補強が必要 余剰容積が1,000㎡以上

駅から徒歩圏内（15分以内）

建増し可能な土地が1,000㎡以上

駐車場に余裕 執務室の余裕が500㎡以上

敷地の余裕が100㎡以上 敷地の一部処分が可能

方策案 施設の特性を踏まえた立地を検討する。

スケジュール

19年度 20年度 21～23年度

□



○



公安委員会

警察犬訓練センター

堺市西区鶴田町

一人当たりの執務スペース（㎡）

－
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